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労組周辺動向 No. 171 

Labour Update 

2023 - 08 - 04 

1. 法・政策 

 

(1) 「今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する研究会報告書 」 2023年6月18日 厚生労働

省労働政策審議会雇用環境・均等分科会 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001125609.pdf 

 

(2) 最低賃金１００２円で決着 初の大台、過去最大の４１円上げ―厚労省審議会 

 

中央最低賃金審議会（厚生労働相の諮問機関）の小委員会は７月２８日、２０２３年度の最低賃金

引き上げ額の「目安」を全国加重平均で４１円とすることで決着した。目安通りに改定されれば、

全国平均の時給は１００２円と、初めて１０００円の大台に乗る。引き上げ額は時給で示すように

なった０２年度以降で最大だった２２年度の３１円を大きく上回った。 

目安は、各都道府県をＡ～Ｃの３ランクに分けて提示。東京や大阪など６都府県のＡは４１円、宮

城や京都、兵庫など２８道府県のＢは４０円、青森や沖縄など１３県のＣは３９円とした。 

最低賃金は、企業が従業員に支払わなければならない時給の最低額。労働者側、経営者側双方の代

表と有識者が委員を務める中央最低賃金審議会で目安を示す。ランク数は格差是正のため、前年度

までの四つから一つ減った。目安額を参考に、都道府県ごとの審議会を経て実際の改定額が決ま

る。 

 

「令和５年度地域別最低賃金額改定の目安に関する公益委員見解」 2023年７月28日 厚生労働

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001125609.pdf
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省中央最低賃金審議会 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001127109.pdf 

 

(3) フリーランスも保護対象に 安全衛生法、一部適用へ 

 

厚生労働省の有識者検討会は３１日、個人で仕事を請け負う個人事業主（フリーランス）に関し、

危険な業務での安全対策などを定めた労働安全衛生法の一部規定の適用対象に加えることで大筋合

意した。これまで事業主と雇用関係にある労働者を保護してきたが、近年増加するフリーランスに

も拡大すべきだと判断。厚労省はさらに議論を進め、法改正の手続きに入る。 

 

検討会の報告書案によると、請け負った業務が原因で４日以上休業するけがや病気をした場合、業

務の発注元や現場管理に当たる企業が、労働基準監督署に報告することを義務付けるなどの内容が

盛り込まれた。 

 

「個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会  第13回資料」 2023年7月31

日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001126780.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

 

(1) 上司の「アウティング」はパワハラ、異例の労災認定…緊急連絡先の同居パートナー暴露 

 

東京都内の保険代理店に勤めていた２０歳代の男性が、職場の上司から同意なく性的指向を暴露さ

れる「アウティング」の被害を受け精神疾患を発症したとして、池袋労働基準監督署（東京）から

労災認定を受けていたことがわかった。上司によるパワーハラスメントにあたると判断されたとい

う。アウティングが労災と認定されるのは異例。 

 

(2) 非常勤講師に残業代支給要求 時間外労働で みえ教職員ユニオン 

 

みえ教育ネットワーク教職員ユニオンは7月24日、三重県庁で記者会見し、津市内の公立小学校で

非常勤講師として働く大原敦子委員長（63）の6月分の残業代が支払われていないとして、大原委

員長が県人事委員会に対し、支給を求める措置要求をしたことを明らかにした。要求は7日付。ま

た同ユニオンは、県立の高校、特別支援学校の非常勤講師にも残業代が支払われていないとして、

同日付で県人事委に違反申告をした。 

 

(3) 売却計画のそごう・西武労組がスト権確立 雇用維持を要求 

 

百貨店そごう・西武の米ファンドへの売却計画を巡り、従業員の雇用維持を求めてストライキを検

討している「そごう・西武労働組合」は２５日、組合員の投票で過半数の賛成を得て、スト権が確

立されたと発表した。組合は親会社のセブン＆アイ・ホールディングス（ＨＤ）から売却計画につ

いて十分な説明がないと反発しており、スト実施を辞さない構えで交渉に臨む。 

 

(4) “時間外労働でうつ病に” 元環境省職員が賠償求め国を提訴 

https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001127109.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001126780.pdf
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国家公務員の総合職として環境省に採用され、福島地方環境事務所で勤務していた20代の元職員が

月100時間以上の時間外労働を繰り返し、うつ病を発症したとして国に対し1500万円余りの損害賠

償を求める訴えを起こした。 

 

(5) 日本郵便の待遇格差訴訟、全7地裁で和解 解決金は計7400万円 

 

日本郵便の近畿地方の契約社員ら66人が「正社員との間に不合理な待遇格差がある」として同社に

損害賠償を求めた訴訟は28日、大阪地裁で和解が成立した。2020年2月に7地裁に提訴された同種

訴訟はすべて和解した。原告らが加入する郵政産業労働者ユニオンによると、原告159人に対する

解決金は計約7400万円となった。 

 

(6) 北海道大、6割34人が雇い止め 非正規研究者、無期雇用へ移行前 

 

北海道大で３月末に有期雇用契約が通算１０年を迎えた非正規研究者５７人のうち、６割の３４人

が雇い止めとなっていたことが７月３１日、大学への取材で分かった。労働契約法が定める、１０

年を超えた場合に無期雇用への転換を申請できる無期転換ルールは４月から適用され、各地で雇い

止めが起きる恐れが指摘されていた。 

 

(7) 神戸女学院中高の元教員2人、残業代支払い求め提訴へ 3年で計1400万円「定額働かせ放

題、私立校でも」 

 

神戸女学院中学部・高等学部（西宮市）に３月まで勤務していた４０代と６０代の元教員２人が、

運営する学校法人神戸女学院（同）に対し、未払い残業代の計約１４００万円などの支払いを求め

る訴訟を神戸地裁尼崎支部に近く提起することが７月３１日、分かった。 

 

私立の同法人では超過勤務手当支給規定で、教員が所定時間を超えて働いた場合に残業代を支払う

と定めているという。 

 

訴状などによると、２人は３月末まで同中・高で教員として勤務した。担任や部活動の顧問を務め

たほか、進路や学校生活について生徒から相談を受けたり、保護者からの苦情に対応したりと、恒

常的に長時間労働だった。うち１人は法定時間外労働が６０時間を超えた月もあったという。 

 

しかし支払われたのは、給特法にならったとみられる俸給の５％分の「教職調整額」と、教員会議

など一部業務に適用される超勤手当のみ。規定の残業代は未払いだったという。 

 

(8) 技能実習、7千職場に違反 厚労省、2022年立ち入り調査 

 

厚生労働省は8月1日、2022年に立ち入り調査した外国人技能実習生が働く事業所のうち、7247カ

所で法令違反があったと発表した。新型コロナウイルス禍で減少した技能実習生は増加に転じてお

り、担当者は「引き続き、事業所の監督・指導に力を入れたい」としている。 

 

違反の内訳は、作業の安全配慮が不十分といった労働安全衛生法違反が2326件と最多で、割増賃

金不払いが1666件で続いた。月110時間を超える違法残業や、資格が必要な作業を無資格のままさ

せていたケースなどがあった。 
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出入国在留管理庁によると、2022年末の技能実習生は約32万人。 

 

「外国人技能実習生の実習実施者に対する令和４年の監督指導、送検等の状況を公表します」 

2023年8月1日 厚生労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34487.html 

 

 

3. 情勢・統計 

 

(1) 消費者物価指数、6月3.3%上昇 2ヵ月ぶり伸び率拡大 

 

総務省が7月21日発表した6月の消費者物価指数（CPI、2020年=100）は変動の大きい生鮮食品を

除く総合指数が105.0となり、前年同月比で3.3%上昇した。伸び率は2カ月ぶりに拡大した。電気

代の値上げが押し上げ、食品高も続いている。 

 

「2020年基準 消費者物価指数 全国 2023年（令和5年）6月分」 2023年7月21日 総務省 

 

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf 

 

(2) 働き手、副業３０５万人 非正規で大幅増、正社員も希望者は増 就業構造基本調査 

 

副業をしている人（本業が農林業などを除く）は全国に３０５万人いて、５年前から６０万人増え

たことが、総務省が２１日に発表した就業構造基本調査で明らかになった。特に非正規社員で大幅

に増え、正社員でも副業を希望する人は大きく伸びた。 

 

調査は５年に１度で、昨年１０月に全国の約５４万世帯（１５歳以上の世帯員約１０８万人）を調

べた。 

 

副業をしている人は全体の４・８％で、２０１７年の前回調査から０・９ポイント増えた。雇用形

態別では、正社員が前回より０・６ポイント増の２・５％、非正規社員は１・３ポイント増の７・

２％だった。副業の内容は「卸売業、小売業」が４２万人と最も多く、「医療、福祉」が４０万人

で続いた。 

 

「令和４年就業構造基本調査 結果の概要」 2023年7月21日 総務省統計局 

 

https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2022/pdf/kgaiyou.pdf 

 

(3) ２０２３年世界成長、３．０％へ上げ 中国経済に下振れリスク―ＩＭＦ予測 

 

国際通貨基金（ＩＭＦ）は２５日公表した最新の世界経済見通しで、２０２３年の世界全体の成長

率を３．０％と、４月時点の予想から０．２ポイント引き上げた。ただ、インフレ抑制を図る主要

中央銀行の金融引き締めが成長を圧迫。２４年は３．０％と、前年と同水準にとどまると見込ん

だ。 

ＩＭＦは「世界経済のリスクは下振れだ」と警戒。インフレの長期化による各中銀の一段の引き締

めや、金利上昇を受けた銀行経営に対する不安の再燃、中国の景気が減速する恐れに目配りが必要

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34487.html
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf
https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2022/pdf/kgaiyou.pdf
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との見解を示した。 

 

"WORLD ECONOMIC OUTLOOK" July 25, 20-23  International Monetary Fund 

 

https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2023/07/10/world-economic-outlook-

update-july-2023 

 

(4) 人口減、初めて全都道府県で 過去最大80万人減、今年1月時点 

 

総務省が、住民基本台帳に基づく今年1月1日時点の人口を発表した。日本人の人口は1億2242万

3038人で、前年より80万523人減った。減少数は過去最多だった前年よりも18万人以上多かっ

た。唯一人口が増えていた沖縄県も減少に転じ、今の調査方法になった1973年以降、初めて全都

道府県で日本人の人口が減少した。 

 

人口は2009年をピークに14年連続で減少し、速度は加速している。昨年1年間に生まれた日本人の

子ども（出生数）は77万1801人（前年比4万235人減）で過去最少。調査開始以来初めて80万人を

割った。 

 

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数のポイント（令和５年1月1日現在）」 2023

年7月25日 総務省自治行政局住民制度課 

 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000892866.pdf 

 

(5) 月の生活保護申請、11.4%増 前年同月比で5カ月連続増加 

 

5月の生活保護の利用申請は全国で2万2680件となり、前年同月比で2327件（11・4%）増えた。

前年同月の水準を上回るのは5カ月連続。厚生労働省が2日発表した。 

 

前年同月比の増加率は3月まで2カ月連続で20%を超え、4月は10・6%といったん減ったが、5月

は微増した。対前年比で5カ月連続増となったことについて、同省保護課は「コロナ禍による影響

が出ている」とみている。 

 

生活保護を受けている世帯は全国で164万8101世帯で、前年同月より8596世帯（0・5%）増え

た。 

 

「生活保護の被保護者調査（令和５年５月分概数）の結果を公表します」 2023年8月2日 厚生

労働省 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/05-01.pdf 

 

https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2023/07/10/world-economic-outlook-update-july-2023
https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2023/07/10/world-economic-outlook-update-july-2023
https://www.soumu.go.jp/main_content/000892866.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2023/dl/05-01.pdf

